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参 考 資 料

５　作業環境管理及び作業管理

（１）屋内作業場

　　イ　作業環境測定

（イ）事業者は、別表第１に掲げる屋内作業場及び別表第２に掲げる作業場のうち屋内作業場に

ついて、次の測定を行うこと。

［１］作業環境測定基準（昭和 51 年労働省告示第 46 号）第４条第１号及び第２号に定める方

法による等価騒音レベルの測定（以下「Ａ測定」という。）

［２］音源に近接する場所において作業が行われる単位作業場にあっては、作業環境測定基準

第４条第３号に定める方法による等価騒音レベルの測定（以下「Ｂ測定」という。）

（ロ）測定は、６月以内ごとに１回、定期に行うこと。

　　　　　ただし、施設、設備、作業工程又は作業方法を変更した場合は、その都度、測定すること。

（ハ）測定は、作業が定常的に行われている時間帯に、１測定点について 10 分間以上継続して

行うこと。

　　ロ　作業環境測定結果の評価

　　　　事業者は、単位作業場所ごとに、次の表により、作業環境測定結果の評価を行うこと。

　　　　（表）

　　ハ　管理区分ごとの対策

　事業者は、作業環境測定結果の評価結果に基づき、管理区分ごとに、それぞれ次の措置を講

ずること。

    （イ）第Ｉ管理区分の場合

　第Ｉ管理区分に区分された場所については、当該場所における作業環境の継続的維持に努

めること。

    （ロ）第Ⅱ管理区分の場合

［１］第Ⅱ管理区分に区分された場所については、当該場所を標識によって明示する等の措置

を講ずること。

［２］施設、設備、作業工程又は作業方法の点検を行い、その結果に基づき、施設又は設備の

設置又は整備、作業工程又は作業方法の改善その他作業環境を改善するため必要な措置を

講じ、当該場所の管理区分が第Ｉ管理区分となるよう努めること。

［３］騒音作業に従事する労働者に対し、必要に応じ、防音保護具を使用させること。

（ハ）第Ⅲ管理区分の場合

［１］第Ⅲ管理区分に区分された場所については、当該場所を標識によって明示する等の措置

を講ずること。

［２］施設、設備、作業工程又は作業方法の点検を行い、その結果に基づき、施設又は設備の

設置又は整備、作業工程又は作業方法の改善その他作業環境を改善するため必要な措置を

講じ、当該場所の管理区分が第Ｉ管理区分又は第Ⅱ管理区分となるようにすること。

　なお、作業環境を改善するための措置を講じたときは、その効果を確認するため、当該

場所について作業環境測定を行い、その結果の評価を行うこと。

［３］騒音作業に従事する労働者に防音保護具を使用させるとともに、防音保護具の使用につ


